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2002年 現在

名目GDP 5,106億米ドル 2兆3,530億米ドル

対外純資産
（対GDP比）

-32.7% 2.3%

外貨準備高 378億米ドル 3,695億米ドル

2015年9⽉24⽇

ブラジルレアルは9⽉17⽇以来5⽇連続で下落して
います。ブラジルレアルの9⽉23⽇の海外終値は１
⽶ドル=4.178ブラジルレアル、１ブラジルレアル
＝28.79円となり、対⽶ドル、対円でともに2002
年10⽉の⽔準を割り込み、1994年に現⾏のブラジ
ルレアルが導⼊されて以来の最安値を更新していま
す。
中国の景気減速に対する懸念や⽶国利上げ観測がく
すぶり続け、資源国通貨が総じて軟調な推移を⽰す
なか、ブラジル国内の要因がブラジルレアル安に拍
⾞をかけているとみられます。

＜ブラジルの国内情勢＞

ブラジルレアルは1994年の導⼊以来の最安値
＜ブラジルレアル安＞ ＜ブラジルレアルの推移＞

経済低迷が続くなか、⽶国⼤⼿格付け機関による投
機的⽔準への格下げをうけて、ブラジル政府は9⽉
14⽇に歳出削減や増税などによる649億レアル（約
2兆円）にも及ぶ財政健全化策を発表しました。
しかし⼀部税制改正には議会の抵抗が必⾄な状況で
あることや、議会がルセフ⼤統領に対する弾劾⼿続
きを進める可能性が強まるなど政治的な混乱が⾼
まっており、ルセフ⼤統領の⽀持率低下と相まって
レアルに対する売り圧⼒が強まっています。

出所：ブラジル中央銀⾏、Bloomberg、IMF

＜中⻑期的な⾒直しに期待＞
ブラジル国内の政治的、経済的な混迷が継続する可
能性が⾼いことから、ブラジルレアルは当⾯は不安
定な展開が続くことが予想されます。
⼀⽅、中⻑期的な視点からはブラジルレアルの評価
が⾒直されることが⾒込まれます。ブラジルレアル
は⾜元で導⼊以来の最安値⽔準まで下落しています
が、ブラジルの外貨準備の⼤きさに加え、今後も財
政健全化策が採られる⾒通しであることから、将来
的にはブラジルレアルの⾒直しが期待されます。

＜ブラジル経済データ＞

※対外純資産とは、⺠間部⾨、政府部⾨の「対外資産（外貨準備⾼
含む）－ 対外債務」。対外純資産残⾼がプラスに転換するという
ことは、ブラジルが持つ対外資産が対外債務を上回り、純債権国
になったことを表します。

※現在の経済データについては名⽬GDPは2014年、対外純資産は
2014年末、外貨準備⾼は2015年8⽉末の値を使⽤。



 
 
 
 

お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店

担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.24200％（但し、

最低 2,700 円）の委託手数料(税込)が必要となります。また、外国株式等の外国取

引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがあります。

また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等による

損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保

証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。 

 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その

対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水

準の変動等により価格が上下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、

金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。

また、債券の発行者または元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およ

びそれらに関する外部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および信託

報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等によ

る損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示

が行われていないものもあります。 
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